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そ

8

①：予定どおり

診療

の

件数 240,628

他

件で医療扶助費 52

　

4,856,649円

】

を支出したことにより

【

、小児の健全な育成を

協

支援することができた

働

。

Ａ：成果があがった

： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

17年度 平成18年度

.

平成19年度 平成20

事

年度 平成21年度 平成

業

22年度 平成23年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成17年度 平成18

付

年度 平成19年度 平成

け

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成17年度 平成

名

18年度 平成19年度

事

平成20年度 平成21

業

年度 平成22年度 平成

担

23年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成19年

科

度の主な取組と成果

平

目

成19年度
の検証結果

事

平成20年度  実施

業

計画事業評価シート 頁

種

小児医療費助成事業

健

類

康・こども部　こども

ハ

家庭課

01－0302 ー01－130000 ○ ド ●

02 基本目標２　　

ソ

子育て、長寿を楽しみ

フ

、安心していきいきと

ト

暮らせるまち
総合計画

根

の
03 ③〈健康・安心

拠

・福祉力〉その人らし

法

く安心できる生活を支

令

援する
位置付け

02 2

等

 多様な地域課題に的

対

確かつ総合的に対応す

象

る地域密着のサービス

・

を充実する

平塚市小児

受

の医療費の助成に関す

益

る条例

未就学児

□ □ □

者

□

小児にかかる医療費

事

の一部を助成すること

業

により、その健全な 小

期

児の健全な育成を支援

間

し、健康の増進を図る

委

ため、通院（小
育成を

託

支援し、健康増進が図

、

られています。 学校就

協

学前まで）、入院（中

働

学校卒業まで）時の医

【

療費を助成
します。ま

委

た、０歳児は所得制限

託

なしで医療費を助成し

：

ます。

医療証発行者数

3

人

医療証発行者数は、

セ

年度末の人数

14,3

ク

00 14,300 14

・

,300

14,055

財

受診件数 件

受診件数は

団

１年間に診療を受けた

企

件数（一人が2箇所の

業

病院にかかった場合は

Ｎ

2件）

256,200

Ｐ

256,200 256

Ｏ

,200

240,62



2 頁

位

.00 1.75 1.7

施

5 1.75 0.00 0

策

.00

0.00 0.0

へ

0 0.00 0.00 0

の

.00 0.00 0.0

貢

0

0 0 14,685 1

献

4,685 14,68

高

5 0 0

0 0 563,2

市

11 509,131 4

民

66,392 0 0

○ ●

満

○ ○ ○ ○ ○

事業効果を

足

高めるため制度の見直

度

しを行う。

平成20年

を

度の医療制度改正や県

高

補助制度の拡大などに

め

ついてコストへの影響

る

を検証し、経費を考慮

方

した有効性のある制度

策

にする
ための見直しを

業

行う。

小児の健全育成

有

を支援するため助成対

効

象の拡大により制
度の

性

充実を図りたい。

継続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平

項

成20年度 平成21年

目

度 平成22年度 平成2

分

3年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 計画額 計画

の

額 計画額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展

す

開（担当課としての提

る

案）
平成21年度の事

分

業の方向性

現状の規模

析

で継続 拡大して継続 縮

・

小して継続 廃止 休止 終

課

了 他事業と統合

＜判断

題

理由＞

平成21年度の

の

取組方針

課長コメント

抽

■ 小児の健全な育成を

出

支援するために必要で

総

あり、市民ニ
●■ ーズ

合

の高い事業である。

□

評

○
□
□ 医療費を助成す

価

ることにより小児の健

市

康増進が図られる
●■

民

ため有効性は高い。

□

ニ

○
□
□ 一部負担金導入

ー

の検討を行ったが事業

ズ

の趣旨を踏まえた
●

■

高

結果、現行どおりとし

事

た。
○

□
○

■
□ 制度内

業

容の見直し、検討を行

目

い経費を考慮した効率

的

性の
○

□ ある制度にし

の

なければならない。
●

達

■
○

□

小児の健全な育

成

成を支援するため医療

状

費の助成対象を拡大す

況

るなど、事業効果を高

必

めるための制度の見直

要

しが必要となる。

通院

性

、入院時の医通院、入

市

院時の医通院、入院時

の

の医

療費の助成 療費の

関

助成 療費の助成

0 0 0

与

0 0 0 0

0 0 87,1

の

88 104,718 6

必

8,583 0 0

0 0 0

要

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

性

0

0 0 461,338

低

389,728 383

事

,124 0 0

0 0 54

そ

8,526 494,4

の

46 451,707 0

他

0

0.00 0.00 1

上

04.72

0.00 0




